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厚  生  労  働  大  臣 

坂  口    力   殿 

 

 

平成１５年４月１５日 

総 合 規 制 改 革 会 議 

議 長 宮 内 義 彦 

 

 

 

資料等提出依頼 

 

 

４月３日に開催された第４回総合規制改革会議アクションプラン実行ワーキ

ンググループにおいて、当会議の委員、専門委員から貴省に対し依頼致しまし

た事項等について、総合規制改革会議令第５条第１項に基づき、下記のとおり、

資料、データ等の提出をお願い致します。 

○提出期限：４月２２日（火）１７：００   

 

原則として、提出された資料等については、ホームページ等において公開さ

せて頂きます。なお、期限までに提出が困難な場合は、その理由及び提出可能

な時期についても御回答願います。また、期限までに提出が困難な場合または

提出がなかった場合は、その事実及びその理由も公開させて頂きます。 

 

 

記 

 

 

１．過去に、地方公共団体や社会福祉法人が建設した特別養護老人ホームにつ

いて、建物床面積面積一坪当たりの建設コストを、具体的事例に即してご教

示頂きたい。 

また、今回の特区における特例措置により、建設主体が株式会社等（ＰＦ

Ｉ選定事業者）となった場合、上記建設コストは、どの程度削減できるか、

貴省としての見込みを、ご教示頂きたい。 
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２．特区において、ＰＦＩ方式・公設民営方式といった「地方公共団体が全面

的に関与する方式」の下で、株式会社が特別養護老人ホームを経営すること

について、株式会社よりも大規模な資金調達はむしろ困難な社会福祉法人に

よる経営と比較して、どのような弊害が想定されるか、具体的かつ詳細にご

教示頂きたい。 

また、こうした特区における特例措置を、仮に直ちに全国展開することに

した場合、どのような弊害が想定されるか、具体的かつ詳細にご教示頂きた

い。 

 

 

３．特別養護老人ホームについて、ＰＦＩ方式・公設民営方式でなくとも、株

式会社等が直接に設置・運営を行う方式（いわゆる民設民営方式）を解禁す

べきとする意見・要望に対する貴省の見解を、具体的かつ詳細にご教示頂き

たい。 

例えば、地方公共団体が株式会社に出資し、株主としてその経営に影響を

与えるような方式により、第三セクターが特別養護老人ホームを設置・経営

するとした場合、これに関する貴省の見解を、具体的かつ詳細にご教示頂き

たい。 

 

 

４．ＰＦＩ方式・公設民営方式により株式会社が特別養護老人ホームを経営す

ることについて、特区での取組みを「モデルケース、実験」とするならば、

その評価項目、評価基準、および評価スケジュールについて、貴省の見解を、

具体的かつ詳細にご教示頂きたい。 

 

 

５．特区における株式会社等による特別養護老人ホーム経営に関する平成１５

年度の予算内容（件数・金額等）について、ＰＦＩ方式・公設民営方式別に、

具体的かつ詳細にご教示頂きたい。 

  また、本件に関する補助金交付要綱についても、ご提出頂きたい。 

 

 

 

 

なお、この他にも追加依頼、回答を踏まえた再依頼など有り得ることをお含

みおき下さい。 
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【参考】総合規制改革会議令（平成１３年３月３０日政令第８７号）(抜粋) 

 

第５条（資料の提出等の要求） 

  会議は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係

行政機関の長に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求

めることができる。 

２ 内閣総理大臣は、会議からその所掌事務を遂行するため必要があるとし

て申出があったときは、関係行政機関の長に対し、資料の提出、意見の開陳、

説明その他必要な協力をすべきことを求めることができる。 

 


